
将来像  Ⅲ  暮らしやすさが実感できる「いしかわ」 

〔ねらい〕 
　近年、予想を超える大規模な災害が多発していますが、超高齢化と地域コミュニティ
の衰退により地域の災害への対応力の低下が懸念される状況のもとでは、安全・安心の
確保への取組みが益々重要となっています。 
　これまでも、災害への備えとして、防災計画の策定、情報伝達体制の拡充や各種防災
訓練を実施するとともに、県有施設の耐震化などを実施してきたところであり、また、交
通安全・防犯対策や消費者トラブル、食の安全・安心の確保への対応についても、地域社
会と一体となって、その取組みの推進・強化を図ってきたところです。今後も、県民や関
係機関との連携を強化し、災害に強く、身近な安全・安心が確保された県土・社会づくり
を進めます。 
　また、医療については、医師の偏在に対応した取組みを進め、住民や患者の立場に立
った安全で良質な新たな医療提供体制構築に取り組みます。 
　環境については、白山をはじめとする高山帯から、能登、加賀の里地・里山や日本海に
突き出た能登半島など、本県の多様性に富んだ豊かな自然環境の保全に努めるとともに、
地球温暖化防止対策や、省エネ・省資源化など循環型社会への転換に向けた取組みを
推進します。 

重点戦略 ― 6 安全でうるおい豊かな環境づくり 

　大規模災害に備え、自主防災組織、消防団の充実強化、災害時要援護
者対策等の「自助、共助、公助」の体制強化や備蓄の促進、情報伝達体制
の拡充など地域防災力の強化を図るとともに、原子力防災、国民保護計
画の推進にも取り組みます。 

（1） 

　治水対策、土砂災害防止対策、海岸保全対策、橋梁耐震化等のハード整
備を着実に進めることやハザードマップの作成などソフト施策に取り組む
ことによる防災・減災対策を推進し、災害に強い県土づくりを進めます。 

（2） 

官民一体官民一体となって、災害災害に強い県土県土をつくります。 1

身近身近な安全安全・安心安心が確保確保された社会社会をつくります。 2

　県民誰もが参加する交通安全活動の推進や人に優しい交通環境の整
備により、「車中心」から「人優先」の総合的な交通安全対策を進めると
ともに、高齢者が関係する交通事故が増加傾向にあることから、地域や
家庭での高齢者交通安全教育を推進します。 

（1） 

安全安全で良質で良質な医療医療を受ける受けることができる 
地域社会地域社会をつくります。 3

　住民・患者の立場に立った医療サービスが提供できるよう、従来の2次
医療圏の枠にとらわれない柔軟な医療連携体制を構築します。 

（1） 

　住民・患者への医療に関する情報提供体制づくりを進めます。 （2） 

　地域医療を担う医療従事者の養成・確保と資質の向上に努めます。 （3） 

　県立病院のあり方を見直すとともに、医療機能を総合的に充実強化します。 （4） 

　省エネなど地球温暖化防止活動を県民総ぐるみで進めます。 （3） 

環境環境への負荷の少の負荷の少ない循環型社会循環型社会をつくります。 4

　本県の豊かな水環境と良好な大気環境等を将来世代に引き継ぐため、公共用水
域の水質浄化、飲料水の安全確保を図るとともに、大気環境等の監視に努めます。 

（1） 

　排出抑制(リデュース)、再使用(リユース)、再生利用(リサイクル)の3R
が推進される循環型社会への転換を目指します。 

（2） 

　「いしかわ自然学校」の充実を図るなど自然とのふれあいを推進します。 （2） 

自然と人とが共生共生できる社会る社会をつくります。 

官民一体となって、災害に強い県土をつくります。 

身近な安全・安心が確保された社会をつくります。 

安全で良質な医療を受けることができる 
地域社会をつくります。 

環境への負荷の少ない循環型社会をつくります。 

自然と人とが共生できる社会をつくります。 5

　里山の保全再生を図るなど希少な野生動植物を含めた多様な生物が
生息・生育することのできる豊かな自然環境の保全を推進します。 

（1） 

　市街地における避難路・避難地の整備や県有施設・住宅の耐震化の推
進などにより災害に強いまちづくりを進めます。 

（3） 

　幹線道路の消雪装置の整備推進や住宅の克雪化の促進など、安全で
円滑な冬期生活の確保を進めます。 

（4） 

　消費者問題については、消費者の権利を確立し、消費者が自立した主
体として行動できるよう支援します。また、食の安全・安心の確保につい
ては、生産から消費に至る食の安全確保の施策を総合的に推進します。 

（3） 

　県民総ぐるみの防犯活動を推進するとともに、街頭犯罪や侵入犯罪等
の抑止と取締りの徹底、子どもの安全を守る活動など、犯罪のない明る
いまちづくりを推進します。また、犯罪被害者等に対する支援活動や警
察活動基盤の充実を図ります。 
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New long-term plan of Ishikawa Prefecture

重点戦略6／安全でうるおい豊かな環境づくり 
将来像Ⅲ 暮らしやすさが実感できる「いしかわ」 

官民一体となって､災害に強い県土をつくります。1

①災害に備えた体制の強化を図ります。

○近年の予想を超えた大規模な災害に的確に対
応するため､県の地域防災計画※1の見直しを適
宜行い､実効性を高めるとともに､市町の計画
について見直しの指導･助言を行います。

○災害時における住民の安全確保に必要な市町
の洪水等避難計画､能登半島東方沖の地震で想
定される津波に対する避難計画､避難所運営マ
ニュアルの作成を支援します。

○市町と連携して､住民に津波警報や緊急地震速
報等の緊急情報を瞬時に伝達するシステムを
整備するとともに､防災行政無線のデジタル
化､震度情報ネットワークシステムの多重化な
ど情報システムの整備推進及び､市町における
防災行政無線(同報系)の整備促進を図ります。

②災害予防体制の充実･強化を図ります。

○県民一人ひとりの防災意識の向上による｢自
助｣と地域コミュニティによる｢共助｣意識の醸
成を図ります。
◆防災関係機関や地域住民等が連携･協力した防

災総合訓練を実施します。
◆体験型防災学習設備の活用や防災フォーラムの

開催等により､県民や地域コミュニティの防災

知識の普及と災害対応能力の向上を図ります。

○災害ボランティアの受入体制づくりを推進し
ます。
◆県災害対策ボランティア本部構成団体の連携･

協力体制づくりを進めるとともに､災害対策ボ

ランティア現地本部が円滑に運営されるよう市

町相互の連携･協力体制づくりへの支援を行い

ます。

○災害の発生時において､避難･救援や応急･復旧
対策を迅速に行い､被害を最小限にとどめるた

め､災害対策本部総合訓練等を実施し､初動体
制の充実強化を図ります。

○高齢者･障害者等の災害時要援護者の迅速･的
確な避難を図るため､避難支援対策マニュアル
を活用し､市町､防災関係機関､地域の避難支援
者間で情報を共有するなど体制整備が促進さ
れるよう指導します。

○食料や飲料水の備蓄を推進します。
◆災害発生直後に必要な物資は県民一人ひとりが

必要量を確保することを基本に､県､市町はその

不足分を補完するための備蓄を図ります。

③災害救助体制の整備を図ります。

○大規模災害への対応力の向上を図るため､市町
の消防組織の広域化を促進します。

○大規模災害時の広域応援･受援体制を充実しま
す。
◆緊急消防援助隊の強化促進や受入体制等の整備

を進め､隣県等と締結している災害応援協定の

実効性の確保を図ります。

④市町及び消防関係団体と連携し､消防団員
の確保など消防団の活性化と消防力の整備
充実を図ります。

⑤危険物､火薬類等の事故防止･保安指導の徹
底を図ります。

⑥原子力防災対策を充実します。

○県民に対するきめ細かい広報活動を行い理解
促進に努めるとともに､防災訓練や防災講演会
を通して防災意識の高揚を図ります。

○発電所周辺における環境影響調査等の監視体制
及び緊急時の連絡体制を充実･強化します。

⑦国民保護計画※2を推進します。

○国民保護計画への理解を深めるとともに､国民
保護訓練の実施などによる関係機関相互の連
携強化､県民の理解促進を図ります。

(1) ｢自助､共助､公助｣の体制強化による地域防災力の強化に取り組
みます。

初期消火訓練を行う住民 倒壊家屋救出訓練を行う緊急消防援助隊石川県隊

救助訓練を行う消防防災ヘリコプター｢はくさん｣

※2 国民保護計画とは､武力攻撃事態等において､住民の生命､身体及び財産を保護し､住民の生活や経済活動への影響が最小となる
よう､住民の避難､避難住民等の救援､武力攻撃災害への対処措置等を的確かつ迅速に実施するために作成する計画※1 地域防災計画とは､各行政区域や地域の住民の生命､身体及び財産を災害から守るために作成する防災に関する計画



浸水深0.5m未満の区域 
浸水深0.5m～1.0m未満の区域 
浸水深1.0m～2.0m未満の区域 
浸水深2.0m～5.0m未満の区域 
浸水深5.0m以上の区域 
地下空間 

○○小学校 

○○中学校 

□□小学校 

□□中学校 

△△公民館 

○○体育館 
○○市役所 

□□土木事務所 

○○市民病院 

□□小児科 

△△病院 

○○電力 

△△ガス 
○○市水道局 

○○保育園 
○○盲学校 

○○老人ホーム 

河川 

凡例 

○○市民病院 
□□小児科 
△△病院 

○○市○○1-4-1 
○○市□□1-2-4 
○○市△△2-5-18

000-0000 
000-0000 
000-0000

医療機関一覧 
機関名称 所在地 電話番号 

○○電力 
△△ガス 
○○市水道局 

○○市△△1-2-3 
○○市□□4-2-4 
○○市○○1-1-4

000-0000 
000-0000 
000-0000

ライフライン管理機関一覧 
機関名称 所在地 電話番号 

○○保育園 
○○盲学校 
○○老人ホーム 

○○市△△1-2-3 
○○市○○1-1-4 
○○市□□4-2-1

000-0000 
000-0000 
000-0000

災害時要援護者が利用する施設 
機関名称 所在地 電話番号 

○○小学校 
○○中学校 
□□小学校 
□□中学校 
△△公民館 
○○体育館 

○○市○○2-1-1 
○○市○○4-1-5 
○○市□□4-1-2 
○○市□□3-2-1 
○○市△△3-5-1 
○○市△△2-1-5

000-0000 
000-0000 
000-0000 
000-0000 
000-0000 
000-0000

あなたの避難場所一覧 
避難場所名称 所在地 電話番号 

○○市役所 
□□土木事務所 

○○市○○1-1-1 
○○市□□3-1-2

000-0000 
000-0000

行政機関一覧 
機関名称 所在地 電話番号 

避難場所 
行政機関 
医療機関 
ライフライン管理機関 
災害時要援護者が 
利用する施設 
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重点戦略6／安全でうるおい豊かな環境づくり 
将来像Ⅲ 暮らしやすさが実感できる「いしかわ」 

①災害発生時における救急･救援活動や緊急
物資の輸送を確保するため､道路の安全確
保対策を進めます。

○緊急輸送道路の橋梁の耐震化を図るとともに､
緊急輸送道路や迂回困難な道路における異常
気象時の事前通行規制箇所の解消を進めます。

○原子力発電所周辺など防災対策を重点的に充実
すべき地域において､避難路の確保を進めます。

②金沢港や七尾港の耐震強化岸壁を整備し､
大規模災害時における海からの救支援物資
の安定確保を図ります。

③洪水災害に対する防災力の向上を図ります。

○柴山潟､犀川等の河川改修や辰巳ダム､北河内

ダムの建設等により､治水対策を推進します。
○主要河川において､浸水想定区域図の作成､洪
水時の水位情報の提供を進めるとともに､市町
による洪水ハザードマップ作成への支援など
洪水災害に対する防災力の向上を図ります。

④土砂災害に対する防災力の向上を図ります。

○急傾斜地の崩壊(がけ崩れ)対策や山地災害危険
地区の整備など土砂災害防止対策を進めます。

○土砂災害警戒区域を指定し､危険箇所の周知や
住宅等の新規立地の抑制を行うとともに､市町
によるハザードマップ作成への支援など土砂
災害に対する防災力の向上を図ります。

⑤石川海岸､千里浜海岸など侵食の著しい海
岸を中心に海岸保全対策を進めます。
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(2) ハード整備とソフト施策による防災･減災対策を推進し､災害に
強い県土づくりを進めます。

地震により倒壊した家屋(新潟県長岡市) 路面状況の情報提供 屋根融雪装置の稼働状況

※1 耐震改修促進計画とは､｢建築物の耐震改修の促進に関する法律｣に基づき､県内の住宅などの建築物の耐震化の目標や取組みな
どを定めた計画

※2 克雪住宅指針とは､克雪住宅のタイプ(耐雪､融雪､自然落雪)別の計画･設計､メンテナンスの方法等を記載した雪に強い住まいづ
くりのための総合的な指針

○○市洪水ハザードマップ

①市街地防災力の向上を図ります。

○既成市街地における建物の不燃化や都市公園､

①安全で円滑な冬期交通の確保を図ります。

○迅速な道路除雪を実施するとともに､幹線道路
の消雪施設の整備を推進します。

○関係機関が連携して円滑な冬期交通の確保を
行うとともに､降雪･積雪､路面状況等の情報提
供の充実を図ります。

②豪雪時にも安心な住宅づくりを促進します。

○克雪住宅指針※2の見直しや屋根融雪に対する

街路事業による避難地や避難路の確保などに
より総合的な都市防災力の向上を推進･支援し
ます。

支援など､克雪住宅の普及･啓発を図ります。
○豪雪地域における冬期の高齢者の安全確保を
図るため､市町が行う冬期居住用住宅の提供等
の取組みを促進します。

③地域における除雪体制の充実･強化を図り
ます。

○積雪時の巡回及び災害時要援護者への除雪支
援対策や県民の屋根雪下ろしの安全対策が徹
底されるよう努めます。

②県有施設や住宅など建築物の耐震化を進め
ます。

○大規模地震災害にも対応できるよう災害対策
活動拠点施設､避難施設､災害時要援護者施設
などの県有施設の耐震化を推進します。

○耐震改修促進計画※1に基づいて､住宅など建築
物の耐震化を促進します。

③ライフラインである上水道や下水道の耐震
化を推進します。

○災害時にも安定的な給水を確保するため､水道
施設の耐震化を推進します。

○災害時の公衆衛生環境を保持するため､下水道
施設の耐震化を推進します。

(3) 災害に強いまちづくりを進めます。

(4) 安全で円滑な冬期生活の確保を進めます。
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身近な安全･安心が確保された社会をつくります。2

①県民誰もが参加する交通安全活動を推進し
ます。

○高齢者が関係する交通事故が増加傾向にある
ことから､地域や家庭での高齢者交通安全教育
を推進するとともに､幼児から高齢者までの世
代が参加する交通安全教室の開催など交通安
全活動を推進します。

○交通事故の多くが､ちょっとした油断や不注意
など､自分本位の行動によって発生しているこ
とから､交通安全県民運動や交通事故被害者等
の声に触れる機会を通じて､思いやりのある交
通マナーの向上と実行を促し､交通事故防止を
図ります。

②安全･安心で人にやさしい交通環境の整備
を推進します。

○交通情報の提供や公共車両を優先するなどIT
を活用した新しい交通管理システムの整備を
推進します。

○バリアフリー対応型信号機※2の整備､道路標
識･標示の高輝度化など視認性の向上､交通規
制の見直しなどにより歩行者や自転車の安全
確保を図ります。

○歩道､あんしん路肩※3の整備や事故危険箇所で
の道路照明､区画線などの整備を推進します。

(1) ｢車中心｣から｢人優先｣の総合的な交通安全対策を進めます。
①地域住民､自治体､事業者､関係機関等との
連携を強化して､県民総ぐるみによる防犯
まちづくりを推進します。

○防犯意識高揚のための普及啓発や自主防犯ボ
ランティア活動を促進します。

○防犯上の指針の普及などにより犯罪を起こさ
せにくい環境づくりを推進します。

②県民の安全･安心を確保するための活動を
推進します。

○県民が身近に不安を感じる街頭犯罪･侵入犯罪
等の発生を抑止するための活動と取締りを徹
底します。

○地域住民､自治体､防犯関係機関･団体等との連
携を強化し､通学路における安全確保をはじめ
とする子どもの安全を守る活動を推進します。

○銃器･薬物･来日外国人犯罪の取締りを強化す
るとともに､暴力団等による組織犯罪対策を推
進します。

○テロ･大規模災害等重大事案に対処できる体制
を確立するとともに､原子力発電所や海空港等
重要施設に対する警戒警備を徹底します。

○犯罪被害者等に対する相談･支援体制を充実す
るとともに､関係機関･団体との連携･協力を強
化し､被害者のニーズに応える支援活動を推進
します。

③犯罪の悪質･巧妙化､広域化に対応するた
め､警察活動の基盤の充実を図ります。

○優秀な人材の確保､若手警察官の早期育成等に
より警察力の充実を図ります。

○警察施設や各種装備資機材の計画的な整備･充
実を図ります。

(2) 地域社会と一体となり､犯罪のない明るいまちづくりを推進します。

※1 世代間交流交通安全教室とは､世代間で地域の交通危険箇所を話し合い､地図にする過程で､お互いの立場を理解し交通事故防止
を図るもの

※2 バリアフリー対応型信号機とは､高齢者や障害者等が安全に道路を横断できるよう音で知らせたり､歩行者用信号の青時間を延
長したりする機能を有する信号機　　　

※3 あんしん路肩とは､歩道に替えて路肩を拡幅することにより､コストを縮減しながら歩行空間を確保する手法

※4 青色防犯パトロールとは､ボランティア団体等が青色回転灯を装着した車両で巡回し､地域における防犯パトロールや子どもの
見守り活動等を行うこと

※5 テロ対策合同訓練とは､県内におけるテロ対策に万全を期すため､関係機関と連携した総合的･実戦的な訓練のこと

世代間交流交通安全教室※1

バリアフリー対応型信号機

青色防犯パトロール※4

テロ対策合同訓練(金沢港)※5
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※1 トレーサビリティシステムとは､生産方法や流通経路など食品の履歴の確認を目的とした仕組み
※2 BSEとは､BSEプリオンと呼ばれる病原体が､主に脳に蓄積することによって､脳の組織がスポンジ状になり､異常行動､運動失

調などの中枢神経症状を呈し､死に至ると考えられている牛の病気

②食の安全･安心の確保対策を推進します。

○生産から消費に至る食の安全確保の施策を総
合的に推進します。
◆残留農薬の自主検査や､農畜水産物のトレーサ

ビリティシステム※1の導入､BSE※2に関する検

査･指導体制の強化などにより､安全な農畜水産

物の生産･供給を推進します。
◆食品の製造･加工､流通･販売施設での衛生管理

などの監視･指導を強化するとともに､食中毒の

防止や残留農薬､食品添加物などの検査の強化

の徹底を図ります。また､国､関係都道府県等と

の緊密な連携のもと､被害の未然防止や食の安

全の確保に努めます。

○食の安心を確保するための方策を推進します。
◆生産者･事業者､消費者及び行政との間における

情報交換の実施や相談窓口機能を強化し､食に

関する安全･安心情報を正しく伝え､理解しても

らうための施策や県民の意見を反映させるため

の施策の充実を図ります。

○遺伝子組み換え食品などの検査体制の充実を
図ります。

①消費者の権利を確立し､消費者が自立した
主体として行動できるよう支援します。

○不適正な取引行為を行う事業者に対する指導･監
視を強化するとともに､広域的な不適正行為に
対し､他県と連携し､取引の適正化を図ります。

○市町や教育機関等と連携し､世代の違いに配慮
した消費者教育を推進するとともに､ホーム
ページ等による迅速な情報提供を図ります。

○消費者に最も身近な市町の相談体制の充実･強
化を支援します。

(3) 消費者の自立支援や食の安全･安心対策を充実します。

生産段階 

製造・加工・ 
流通・販売段階 

消費段階 

BSE対策 

鳥インフルエンザ対策 

農薬の適正使用指導 など 

製造基準などの遵守状況監視指導 

残留農薬、食品添加物などの検査 

食品衛生法、JAS法などに 
基づく表示の監視指導 など 

情報の提供 

相談受付 など 

食
の
安
全
・
安
心
の
確
保 
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安全で良質な医療を受けることができる地域社会
をつくります。3

①住民･患者の立場に立った医療サービスが提
供できるよう､従来の2次医療圏の枠にとら
われない柔軟な医療連携体制を構築します。

○急性期から回復期､在宅医療に至るまで､一貫
した治療方針のもとに､切れ目のない医療を受
けられるような医療連携体制を構築します。

○救命救急センターや休日夜間急患センターの
充実など､いつでも救急医療が受けられる体制
の強化を図ります。

○高度で専門的な周産期医療を効果的に提供す
るため､｢いしかわ総合母子医療センター｣をは
じめとする高度医療機関と地域における医療
機関との連携強化を図ります。

○質の高いがん医療が受けられるよう､｢がん診
療連携拠点病院｣を中心に､地域医療機関のが
ん診療機能の充実と連携体制の強化を図りま
す。

○住みなれた自宅で安心して療養生活を過ごせ
るよう､これを支える地域の在宅医療関係機関
の連携体制の強化を図ります。

②住民･患者への医療に関する情報提供体制
づくりを進めます。

○専門医の配置状況や地域医療連携体制など必
要な医療機関や薬局の情報を容易に得られる
ような情報提供体制づくりを進めます。

③地域医療を担う医療従事者の養成･確保と
資質の向上に努めます。

○地域医療を確保するため､能登北部地域をはじ
めとするへき地における医師の不足や小児科
医･産科医などの地域偏在の解消に努めるとと
もに､看護師の養成･確保を図ります。

○医師､看護師等の医療従事者の資質向上のため
の研修などを行います。

④県立病院のあり方を見直すとともに､医療
機能を総合的に充実強化します。

○県立病院の果たすべき役割を検討し､がん医
療､救急医療､災害医療などの政策医療や､高度

医療等の医療機能を総合的に充実強化します。
○めまぐるしく変化する医療環境に迅速に対応
できるよう､経営効率化に向けた運営体制の検
討を行います。

※1 地域医療人材バンクとは､退職医師やUIターン医師等を登録し､へき地診療所等への就業を斡旋する機関(県医療対策課内に設置)

いしかわ総合母子医療センター　新生児集中治療室

地域医療人材バンク※1斡旋医師の診療風景
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環境への負荷の少ない循環型社会をつくります。4
⑥ごみの散乱防止や花や緑の植栽など地域の
景観保全･創出を図ります。

○地域と協働して清掃活動や環境美化の啓発を
推進するとともに､花や緑の植栽に配慮するな
ど修景に努めます。

⑦開発事業による環境への影響を最小限にす
るため､環境影響評価制度の適正運用､環境
配慮指針の普及を図ります。

木場潟

○魚が棲み水生植物が茂る｢川らしい川づくり｣を

推進します。[重点戦略3 (3) ③再掲]

④澄んださわやかな大気や汚染のない土壌を
確保するため､大気環境の状況把握に努め
るとともに､自動車交通騒音の低減､土壌汚
染の未然防止を図ります。

○石川県大気汚染監視システム等による常時監
視や有害大気汚染物質のモニタリング調査を
実施し､大気環境の保全に努めます。

○幹線道路や小松空港周辺における騒音の常時
監視を行います。

⑤化学物質による､大気､水､土壌等への汚染
を未然に防止するため､化学物質に関する
情報提供を行うとともに､化学物質の適正
管理､適正使用を促進します。

○大気､水質､土壌等におけるダイオキシン類や
河川における環境ホルモンの状況を監視しま
す。

○有害性のある化学物質の排出量や移動量の届
け出･報告の徹底を図ります。

1

①水源のかん養､河川の水量確保､地下水使用
の合理化､水道用水の安定確保を図ります。

○工場･事業場に対し､地下水使用の合理化指導
を行うとともに､常に地下水位を監視し､健全
な水循環の保持に努めます。

○森林保全や中山間地域での農地の保全に努め
ます。

②河川､湖沼など公共用水域の水質浄化､飲料
水の安全確保を図ります。

○公共用水域の環境基準監視調査や工場排水の
監視調査を継続し､水環境の保全に努めます。

○地域の状況に応じた効率的な整備手法で生活
排水処理施設の整備を促進し､公共用水域の水
質浄化に努めます。
○水道水源等の水質検査･適正管理の指導を行
い､安全な飲料水の供給を図ります。

③生態系や親水に配慮した空間の確保･創出
を図り､水辺環境の美化や愛護活動への県
民参加を促進します。

(1) 本県の豊かな水環境や良好な大気環境等を将来世代に引き継ぎ
ます。

【取組みのイメージ図】

森林保全や中山間
地域の耕作継続

河川水､地下水等
水資源の確保

地域の歴史的文化
的な景観の保全

河川清掃など水辺
環境の整備

化学物質の
適正管理

清澄な大気
の保持

生活排水･工場
廃水の浄化

空き缶等の
散乱防止

環境に配慮した開発
事業の実施､促進

庭やベランダ､地域の公共
施設､工場･事業場の緑化
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※2 家庭版･地域版･学校版環境ISO及び事業者版簡易(仮称)環境ISOとは､家庭､地域､学校､事業者等が自主的に環境保全活動に取り
組むために石川県が独自に作成した指針

※3 環境マネジメントシステムとは､組織が法令等の規制基準を遵守するだけでなく､自主的､積極的に環境保全のための取組みを計
画･実行･見直しすること。ISO14001のほか､中小事業者向けに環境省が策定したエコアクション21(環境活動評価プログラ
ム)に基づく取組み等がある※1 3Rとは､廃棄物の排出抑制(リデュース)､再使用(リユース)､再生利用(リサイクル)の取組み

① 3R活動の実践､環境に配慮した事業活動､
分別排出の徹底などにより資源の消費を抑
制し､環境への負荷を低減します。

②リサイクル認定製品･環境物品等の購入を
促進するとともに､廃棄物等の資源化や減
量化､各種リサイクル法に基づく回収･リサ
イクルを進めることにより最終処分量の削
減を図ります。

○会社や家庭においてグリーン製品の調達が広
く行われるよう努めるほか､各種リサイクル法
の仕組み等の周知を図ります。

③廃棄物の種類や量に応じて必要な処理･処
分施設が整備されるよう努めるとともに､
漂着ごみの適正処分やPCB廃棄物の適正
保管･処理を進めます。

○漂着ごみや災害廃棄物を適正処理する体制の構
築に努め､PCB廃棄物の適正処理を進めます。

④不適正処理を未然に防止するため規制強化
や監視体制の充実を図ります。また､不法
投棄等で環境に深刻な影響を生じさせない
よう､地域環境の修復に努めます。

○富山県､福井県と連携し県境付近での不法投棄
の監視体制を強化します。
○不法投棄された廃棄物を除去するための仕組
みを構築し､地域環境の修復に努めます。

(2) 3R※1が推進される循環型社会への転換を目指します。
○県民による自主的な省エネなど二酸化炭素排
出抑制の取組みを進めるため､本県独自の家庭
版･地域版･学校版環境ISO及び事業者版簡易
(仮称)環境ISO※2の普及に努めます。

○耐用年数の延伸や省エネ化など環境に配慮し
た公共建築物や住宅等の普及に努めます。
○県自ら環境マネジメントシステム※3を着実に
運用し､県が実施する事業や事務活動から生ず
る環境負荷の低減に努めます。

②環境への負荷の少ない太陽光発電など新エ
ネルギーの普及拡大に努めます。

③地球環境の保全に向けた国際環境協力を進
めます。

○酸性雨や黄砂等の調査を継続するとともに､環
日本海近隣諸国との環境保全に関する人的､技
術的交流に努めます。

④環境に関する知的資産のデータベースを活
用し､県民が広く情報を取得でき､環境活動
に活用できる仕組みづくりを進めます。

○産学官民による環境連携活動を進めるための
環境情報交流サイトの構築･充実を図ります。

⑤大学や研究機関の連携により環境に関する
共同研究を進めます。

⑥学校､職場等で環境教育､環境学習を進めま
す。

○県民エコステーションを拠点として県民環境
講座など環境教育･学習の機会を提供します。

○学校･保育所等において､それぞれ授業や体験
活動等を通じて環境教育･学習を推進します。

①地球温暖化防止のため､市町､関係団体等と
連携しながら､省エネなど二酸化炭素の排

出抑制に向けた取組みを県民総ぐるみで進
めます。

(3) 地球温暖化防止に向け､知恵と力を結集します。

地域環境力 
（環境を守り育てる力） 

環境研究 
環境教育・ 
環境学習 

環境保全 
活動 

環境測定・ 
監視 

環境に関する知識等を 
学び、生み出し、集め、 
共有・活用する協働の輪 

【取組みのイメージ図】

海岸に漂着したごみ
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重点戦略6／安全でうるおい豊かな環境づくり 
将来像Ⅲ 暮らしやすさが実感できる「いしかわ」 

自然と人とが共生できる社会をつくります。5

クロユリ チュウヒ

○いしかわ動物園等でイヌワシ等の積極的な保
護増殖に取り組みます。

③野生鳥獣に関する科学的･計画的な保護管
理を推進するとともに､農林業被害等を抑
制します。

○クマ､イノシシなど人とのあつれきが生じてい
る野生鳥獣の計画的な保護管理を進めます。

○野生鳥獣と人とのすみ分け､希少な動植物を含
めた多様な生物が生息できるよう､里地･里山
の整備と奥山の保全を進めます。

○鳥獣害防止対策に取り組む地区に対する支援
を進めます。

④白山地域をはじめ県内の自然環境の調査研
究を推進します。

①それぞれの地域の特性に応じた自然環境の
維持や保全再生を推進します。

○自然公園や自然環境保全地域※1の適切な保護
管理を推進します。

○里山保全再生協定※2を認定･支援するととも
に､里山活動団体の育成･支援など里山保全活
動を推進します。

②緊急に保護を要する種に対する保全対策や
外来種による被害の抑制を図り､生物の多
様性の確保を図ります。

○特に保護の必要性が高い動植物を石川県指定
希少野生動植物種に指定するなど､捕獲等の規
制や積極的な保護増殖対策を推進します。

○生態系に悪影響をもたらす外来種の実態把握
を進め､放出防止に関する普及啓発と抑制対策
を推進します。

(1) 日本海から高山植物が生育する白山まで､自然環境の適切な保全
を推進します。

※1 自然環境保全地域とは､すぐれた自然環境を保全するため､自然環境保全法又は県条例に基づいて指定された地域。犀川源流な
ど7地域を指定

※2 里山保全再生協定とは､里山の所有者と里山活動団体が締結する協定。県はその協定を認定し､それに基づく取組みに必要な道
具類の購入などに対しその費用の一部を助成

①自然を楽しく体験し､学ぶことができるよ
う､｢いしかわ自然学校｣を充実します。

○｢いしかわ自然学校｣等のプログラムの充実を
図り､安全で質の高い自然体験型環境教育の機
会を提供します。
○質の高いプログラムの企画･運営ができる指導
者を育成します。

②自然とのふれあい施設の整備･充実を進め
ます。

○白山国立公園や能登半島国定公園･越前加賀海
岸国定公園をはじめとする自然公園の施設の
充実を図ります。

○里山の活動拠点として夕日寺健民自然園等の
充実を図ります。

(2) 自然とのふれあいを推進します。

いしかわ自然学校


